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プライバシーの保護
業務で知りえた個人情報は、避難所運営のためだけに利用し、本人の同意を得た場合を除き、避難所閉鎖後も含め、絶対に口外しないこと。







	救護・要配慮者班の業務１
	実施時期
	展開期～

	医療救護
	
	

	
(１)情報収集・提供
· 情報班と連携し、以下の情報を入手する。
· 入手した情報は、避難所利用者の事情に配慮した広報の例(巻末参考資料)を参考に、情報掲示板に掲示するなどして避難所利用者全員（避難所以外の場所に滞在する被災者も含む）に伝わるようにする。
＜主な情報＞
· 救護所の設置状況や医療対応のできる避難所の状況
· 福祉避難所の受け入れ状況
· 災害派遣医療チーム(DMAT)や災害派遣精神医療チーム（DPAT）、保健師など医療や福祉の専門家の巡回状況
· 近くの病院など医療機関の開業状況　　　
(２)救護室の管理・運用
· 施設の保健室や医務室を、避難所の救護室として利用する。
· 医薬品や衛生用品の種類や数を把握する。不足する場合は、食料・物資班に依頼する。
· 避難所利用者が個人で使う薬（医師から処方された薬など）は、災害派遣医療チーム(DMAT)や災害派遣精神医療チーム（DPAT）、近隣の病院などで、医師に処方してもらう。個人で使う薬が足りないなどの要望があれば、必要に応じて市災害対策本部に対し、医師や薬剤師などの派遣を要請する。
(３)けが人、体調不良の人の把握、対応
· けがをしたり、熱や咳、嘔吐や下痢などで体調を崩したりしたら、すみやかに救護室を利用するよう、避難所利用者の事情に配慮した広報の例(巻末参考資料)を参考に、避難所利用者全員に伝える。
· インフルエンザや感染性胃腸炎など感染症が疑われる場合は、感染拡大防止のため近隣の保健所と連携し、発症者を別室に移動させ、介護ベッドや冷暖房などの設備を整えて安静にさせる。また、すみやかに市災害対策本部に連絡し医師などの派遣を要請する。
· 救護室で対応できない場合は、本人の希望を聞いて、医療対応のできる近隣の避難所や病院などへ移送する。
· 支援渉外班と連携し、避難所以外の場所に滞在する人の健康管理の方法について検討する。



	救護・要配慮者班の業務２
	実施時期
	展開期～

	健康管理
	
	

	
(１)感染症の予防
· 食中毒や感染症が流行しないよう、十分な換気、手洗いやうがいの実施、古くなった食べ物は食べないなどの注意を呼びかける。
· 手洗いやうがいの他、必要に応じ、アルコール消毒等の活用を啓発する。
(２)体調管理
· 食事や睡眠などの生活リズムを整えるよう、注意を呼びかける。
· 室温や室内環境にも配慮する。

(３)エコノミークラス症候群の予防
· 車中泊や建物の外でテント生活している人がいたら、エコノミークラス症候群や車の排ガスによる健康被害防止のため、避難所（屋内）へ移動するよう勧める。本人の意思で車中泊を続ける場合は、エコノミークラス症候群などへの注意を呼びかける。

(４)健康維持のための活動（食生活改善や口腔ケア、体操など）
· 避難所利用者の健康維持のため、近隣の保健所などと連携し、食生活改善や口腔ケア（歯みがきや入れ歯の洗浄等）の指導、避難所内でできる簡単な体操や運動を推奨する。また、必要に応じて体操やリハビリテーションの時間を設ける。

(５)避難所を運営する側の健康管理
· 避難所利用者だけでなく、自分自身も含めた避難所の運営側も、交代制など無理のない範囲で業務に従事し、食事や睡眠がしっかりとれるようにし、健康管理にも気を配ること。






	救護・要配慮者班の業務３
	実施時期
	展開期～

	こころのケア対策
	
	

	
(１)こころのケアが必要な人の把握、注意呼びかけ
· 総務班や情報班と連携し、不眠やＰＴＳＤ*など、こころのケアが必要と思われる人を把握する。

(２)保健師やこころのケアの専門家など派遣要請
· 必要に応じて市災害対策本部に保健師や災害派遣精神医療チーム（DPAT）など専門家の派遣を要請するなど、適切に対処する。
　
(３)避難所を運営する側のこころのケア
· 避難所利用者だけでなく、自分自身も含めた避難所の運営側も、必要に応じて別の人に業務を交替してもらうなど、過重な負担がかからないよう注意を呼びかける。




- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
＊ PTSD(Post Traumatic Stress Disorder：心的外傷後ストレス障害)
　自然災害や火事、事故、暴力、犯罪による被害など、強烈な体験や強い精神的ストレスがこころのダメージとなって、時間がたっても、その経験に対して強い恐怖を感じるもので、突然怖い体験を思い出す、不安や緊張が続く、めまいや頭痛がある、眠れないといった症状が出てくる。誰でもつらい体験の後は眠れなくなったり食欲がなくなったりするが、それが何か月も続く場合はＰＴＳＤの可能性があるため、専門機関に相談が必要。





	救護・要配慮者班の業務４
	実施時期
	展開期～

	配慮が必要な人の情報把握
	
	

	
(１)情報把握
· 総務班と連携し、避難所利用者（避難所以外の場所に滞在する人を含む）のうち、配慮が必要な人を、組ごとに把握する。
· 避難支援のための個別計画がある場合は、内容を確認する。

(２)聞き取り
· 避難所利用者でつくる組の代表者（組長）や、民生委員などの協力を得て、本人や家族などから支援に必要な情報を詳しく聞き取る。
· 聞き取った事項はメモしておき、総務班が管理・保管している避難所利用者登録票　裏面(様式集p.13)に追記する。
＜聞き取り内容の例＞
· 避難所利用者登録票に書かれた「特に配慮が必要なこと」欄の確認
· 持病や障がい、アレルギーなど、身体やこころの状態
同じ病気や障がいでも人によって症状や注意する点は違うので、どんな配慮が必要か、本人や家族から具体的に聞き取る。
· 家族や親せきなど日常生活を支援してくれる人の有無
· かかりつけの病院、医師の名前
· 通常使用している薬の種類と所持している数
· 本人や家族が避けたい状況、パニックになりやすい環境の例など
· 各障がい者団体などの組織に所属している場合は組織名（安否確認対応）
· 要望や意見など
＜聞き取り内容（個人情報など）の取扱い＞
· 聞き取った情報は避難所運営のために最低限必要な範囲で共有することとし、個人のプライバシーに関わる内容は口外しない。
→要配慮者本人や家族に必ず確認！
· 聞き取った情報を、避難所運営のために最低限必要な範囲で、避難所運営委員会や各運営班、組長と共有することを伝える。
· 個人のプライバシーに関する内容は、口外しないことを伝える。
· 必要に応じて、医師や保健師、民生委員など外部の支援者とも共有する場合があることも確認する。


【要配慮者の確認事項】
	配慮事項
	確認すること

	けが
	けがしているところ、状態

	難病
	病名、できないこと、必要なケアなど

	アレルギー疾患
	アレルギー名

	その他慢性疾患
	病名、できないこと、必要なケアなど

	介護保険　介護度
	介護度、できないこと、必要なケアなど

	身体障害者手帳の保持
	等級、できないこと、必要なケアなど

	療育手帳の保持
	等級、できないこと、必要なケアなど

	精神福祉手帳の保持
	等級、できないこと、必要なケアなど

	妊婦
	妊娠月数、出産予定日、必要なケアなど

	乳幼児
	生後月数、必要なケアなど

	外国人
	使用する言語、宗教などで食べられない物

	※その他、性的少数者、DV被害者など配慮を必要とする方がいるため、聞き取りの際にはプライバシーの確保に努める。







	救護・要配慮者班の業務５(総務班と連携)
	実施時期
	展開期～

	相談コーナーの設置
	
	

	
· 総務班と連携し、総合窓口の一角に、利用者からの苦情・相談・要望などを聞く「相談コーナー」を設置する。
· 設置場所がわかるよう「相談コーナー」と表示する。
＜相談対応の例＞
・受付時間中は２名以上（総務班：１名、救護・要配慮者班：１名）で対応する。（途中で交替してもよい。）
・個別相談が必要な場合は、プライバシーに配慮した相談室などを利用し、必ず２名以上で対応する。
・窓口には女性も配置し、性別に関係なく相談しやすい環境をつくる。
・苦情、相談、要望への対応後の事務処理は、総務班が行う。



	救護・要配慮者班の業務６
	実施時期
	展開期～

	定期巡回
	
	

	
· 民生委員や保健師の協力を得て、配慮が必要な人(避難所以外の場所に滞在する人を含む)を定期的に巡回し、状況や意見、要望、必要な物資などを聞き取る。

＜具体的な取組例＞
　（１）車中・テント生活者への支援
　・エコノミークラス症候群や車の排気ガスによる健康被害防止のための
対策を行う。
　・総務班と連携し、車中・テントでの生活が長期にならないよう、本人
の希望を聞いて、避難所建物内への移動を勧める。

　　（２）避難所以外の場所に滞在する被災者
　　・情報班、食料・物資班と連携し、家族などの支援者がおらず、避難所へ自力で行くことができない人など、特に配慮が必要な人の情報を把握し、食料や物資の配布や情報提供の方法について検討する。
　　・自宅などでの生活の継続が困難となっている人がいる場合には、本人の希望を聞いた上で、近隣の福祉避難所などへの移送を検討する。

· 巡回の際、具合の悪そうな人がいたら声をかけ、救護室の利用や保健師の面談、こころのケアの専門家の相談などを紹介する。








	救護・要配慮者班の業務７
	実施時期
	展開期～

	避難所運営のために必要な情報の共有
	
	

	
· 配慮が必要な人の支援方針を検討するため、個人情報を共有する必要がある場合は、避難所運営のために最低限必要な範囲で共有することとし、個人のプライバシーに関わる内容は絶対に口外しない。
· 情報を共有する際は、個人を特定しなければならない場合を除き、個人が識別されないよう配慮する。

(１)各運営班との情報共有
· 配慮が必要な人に関する情報を、避難所運営のために必要な範囲で、関係する各運営班と共有する。
· 車中・テント生活者や避難所以外の場所に滞在する人のうち、配慮が　必要な人の情報についても共有する。

(２)避難所運営委員会との情報共有
· 配慮が必要な人やその家族からの意見・要望など、避難所運営のために必要な情報を避難所運営委員会の場で共有し、支援の方針を検討する。

(３)医師や保健師、民生委員など外部の支援者との情報共有
· 配慮が必要な人に関する情報を、その人の支援のために必要な範囲で、医師や保健師、民生委員など外部の支援者と共有する。




	救護・要配慮者班の業務８
	実施時期
	展開期～

	配慮が必要な人などへの情報提供
	
	

	
(１)配慮が必要な人のための情報収集
· 情報班と連携し、以下の情報など配慮が必要な人が必要とする情報を収集する。
＜配慮が必要な人に関する支援情報＞
· 救護所の設置状況や医療対応できる避難所の状況
· 近くの病院など医療機関の開業状況
· 福祉避難所の受け入れ状況
· 災害派遣医療チーム(DMAT)や災害派遣精神医療チーム（DPAT）、
保健師など医療や福祉の専門家の巡回状況
· 行政や近隣の保健所、医療機関などからの支援情報
· 障がい者団体などが設置する支援本部からの情報

(２)配慮が必要な人への情報提供
· 入手した情報は、避難所利用者の事情に合わせた配慮の方法(巻末参考資料)や避難所利用者の事情に配慮した広報の例(巻末参考資料)を参考に、配慮が必要な人やその家族などに知らせる。
· 各障がい者団体など要配慮者の支援を行う団体から情報提供を求められた場合は、本人の同意に基づき、できる限り協力する。

(３)配慮が必要な人やその支援についての周知
· 病気やアレルギー、障がいなどがあるため、食事や物資、衛生環境(トイレや風呂、シャワーなど)を利用する際に特別な配慮が必要な人がいることを理解し、接し方の注意や生活上の支援などで協力してもらうため、必要に応じて、近隣の保健所や市災害対策本部からパンフレットなどを入手し、避難所利用者へ配布する。




	救護・要配慮者班の業務９　
	実施時期
	展開期～

	要配慮者が使用する場所などの運用
	
	

	
(１)要配慮者の適切な配置、専用スペースの検討
· 総務班や施設管理班と連携し、避難所利用者の事情に合わせた配慮の方法(巻末参考資料)、配慮が必要な人から聞き取った情報などをもとに、配置の見直しや個室への移動、要配慮者が使用する専用スペースの設置などを検討し、施設管理班が作成する配置計画に反映させる。
· 早急に移動させる必要がある場合は、他の避難所利用者の協力を得て、配置の変更を行う。

(２)要配慮者が使用する場所の運用
· 施設管理班と連携し、避難所利用者の事情に合わせた配慮の方法(巻末参考資料)を参考に、マニュアル本編(p.19)のうち、要配慮者が使用する場所を管理する。
＜要配慮者が使用する場所＞
介護室（ベッドルーム）、要配慮者用トイレ、更衣室、授乳室、おむつ交換場所、子ども部屋、相談室（兼静養室）など

(３)必要な資機材の確保
· 要配慮者が使用する場所で使う資機材や物資の調達は、総務班や施設管理班と連携し、内容や数、設置場所などを決めた上で、食料・物資班に依頼する。





	救護・要配慮者班の業務10　
	実施時期
	展開期～

	食料・物資の配給時の個別対応
	
	

	
(１)物資の配給
· 要配慮者が個別に必要な食料や物資について、避難所利用者の事情に合わせた配慮の方法(巻末参考資料)や、本人や家族からの要望をもとに、内容や数をまとめ、食料・物資班に調達を依頼する。
· 食料・物資班や施設管理班と連携し、要配慮者用の物資の受け渡し方法や場所などについて検討する。
＜要配慮者用物資の受け渡し＞
· 紙おむつ（大人用、子ども用）や粉ミルク、乳児用のおしりふき、生理用品など利用者が多く、頻繁に配布する必要のある物資は、あらかじめ受け渡し場所と方法を決めておき、避難所利用者全員に伝える。
· 酸素ボンベやストーマ装具など、利用者が限られているものや高価なものは、要配慮者本人又はその家族に個別に受け渡しする。
· 女性用の衣類や下着、生理用品など女性用の物資は、女性専用の部屋(更衣室など)に置くなど、女性が受け取りやすいよう配慮する。

(２)食料の配給
· 食料・物資班と連携し、避難所利用者の事情に合わせた配慮の方法(巻末参考資料)を参考に、本人や家族からの意見を踏まえ、避難所での食料の提供方法や、原材料表示の仕方、使用した食材がわかる献立表の作り方などのより良い方法を検討する。
＜食事に配慮が必要な方＞
· 食物アレルギーのある人
· 文化・宗教上の理由で食べられないものがある人
· 離乳食ややわらかい食事、ペースト食などが必要な人
· その他、感覚過敏で特定のものしか食べられない人　　など






	救護・要配慮者班の業務11　
	実施時期
	展開期～

	福祉避難所や医療機関との連携
	
	

	
· 情報班と連携し、近隣の福祉避難所の状況を確認する。
· 福祉避難所や近隣の医療機関、福祉施設が受け入れ可能な状態であれば、本人や家族の希望を聞いた上で、適切な施設に移動できるよう連絡・調整する。
· 福祉避難所への移動が決まった場合は、総務班に連絡する。（総務班は、退所に必要な手続きを行う。）



	救護・要配慮者班の業務12
	実施時期
	展開期～

	専門家の把握、派遣
	
	

	
· 避難所利用者名簿などから避難所利用者の中に、要配慮者の支援が可能な人（保健師、介護福祉士などの専門職や、手話や外国語ができる人など）がいないか確認し、協力を依頼する。
· 保健師、介護福祉士など専門職員の派遣が必要な場合は、行政担当者（行政担当者がいない場合は総務班）を通じて、市災害対策本部に要請する。
· 手話通訳者や要約筆記者、外国語の通訳ボランティアの派遣が必要な場合は、行政担当者（行政担当者がいない場合は総務班）を通じて、市災害対策本部または市災害ボランティアセンター等に要請する。
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